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正味財産の部合計

財務諸表に関する特徴的事項等

○行政費用では、事務・手続等に関する作業が多いため、給与関係費の割合が多い。

資産の部合計 0 0 0負債及び正味財産の部合計 0 0 0

建設仮勘定 0 0 0正味財産 ▲ 15,287▲ 14,951 336
その他の固定資産 0 0 0 ▲ 15,287▲ 14,951 336

▲ 336

建物減価償却累計額 0 0 0 特別区債 0 0 0
工作物等 0 0 0 退職給与引当金 13,879 13,687 ▲ 192

0

その他の流動負債 0 0

工作物等減価償却累計額 0 0 0 その他の固定負債 0 0
無形固定資産 0 0 0負債の部合計 15,287 14,951

0 0

0

特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 ▲ 3,917 ▲ 3,917当期収支差額(e)+(h) ▲ 37,250▲ 31,779 5,471

建物 0 0 0固定負債 13,879 13,687 ▲ 192

その他の流動資産 0 0 0 特別区債 0 0 0
▲ 144

土地 0 0 0
貸
借
対
照
表

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度 29年度 差額
流

動

資

産

収入未済 0 0 0流動負債 1,408

固
定
資
産

有形固定資産 0 0 0 賞与引当金 1,408 1,264

1,264 ▲ 144
不納欠損引当金 0 0 0 還付未済金 0

0

賞与・退職給与引当金繰入額 10,392 4,340 ▲ 6,052行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 37,250▲ 27,862 9,388
その他行政費用 0 0 0金融収支差額(d) 0 0 0

特別費用(g) 0 3,917 3,917特別収入(f) 0 0

0 0

分担金及び負担金 0 0 0
補助費等 52 52 0 使用料及び手数料 0 0 0

行政費用合計(b) 37,250 27,862 ▲ 9,388通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 37,250▲ 27,862 9,388

0 0 0

施策分析シート（平成30年度）

施策No 13-02
部課名 区政広報部秘書課
課長名 茶谷

指標の推移

指標の推移

回答率55％(1375/2500)を目標とする

指標に関する質問文

内線 2160

関連部課名 総務企画部総務企画課

行政評価
事業体系

分野

政策

Ⅶ 計画推進のために

13

施策名 広聴機能の充実

区民の主体的な区政参画と連携強化

　区民の立場に立った区民本位の区政の実現を図るため、区民のニーズや要望等を日常的に聴取す
る「区民の声」と、区政に対する区民の要望や意識を調査し、区政運営の基礎的データとして活用
するための｢区政世論調査｣を中心に広聴機能の充実に努める。

指
　
　
　
　
標

幸福実感指標名
27年度 28年度 29年度

1160 1219 1200

「区政世論調査」有効回答率
（％）

55.6 50.7 49.6 52.0

指標に関する説明
27年度 28年度 29年度

30年度
見込み

目標値
(38年度)

施策の成果とする指標名

55.0

-「区民の声」収受件数（件） 1156

69 99 103 100Ｅモニターの委嘱者数（人） 64

28年度 29年度勘定科目

1,879

減価償却費

差額

行
政
費
用

給与関係費 24,927 21,618 ▲ 3,309

行
政
収
入

地方税 0 0 0
物件費

0 その他 0 0 0
不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0 0 0

扶助費 0 0 0

国庫支出金
維持補修費 0 0 0 都支出金

1,852 ▲ 27
0 0 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 28年度 29年度 差額
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○「区民の声」については、区の管轄外を含む幅広い分野に渡り、所管や関係機関と連携し、丁寧
な対応が必要である。また、「よくある質問」と各所管が作成しているそれぞれのページとのより
一層の連携が必要である。
○「区政世論調査」については、適切な調査項目の設定や、分かりやすい設問を作成することで調
査対象者の負担を軽減し、有効回答率の向上に努める必要がある。
○「Ｅモニター制度」は、「区民の声」や「区政世論調査」を補完する事業として、即時性、回答
率、費用対効果の点からも優れているが、所管からのアンケート調査の利用希望が少ないため、長
所の周知について更なる工夫が必要である。

○「区民の声」については、広聴機能の中核をなす重要な手法であり、区政の改善につながるよ
う、引き続き所管課と連携を密にし、迅速で適切な対応・回答に努める。また、全庁に共通する事
例や感謝の声を随時、職員に周知することで、対応改善のきっかけ作りと職員のモチベーション維
持を図る。さらに、「よくある質問」と関連情報の連携の充実を図り、区民サービスの更なる向上
と問合せ等に対する効率化を図る。
○「区政世論調査」については、設問や選択肢を精査し、調査対象者の負担とならないよう所管課
と調整するとともに、電子申請での回答をＰＲし回収率の向上に努める。
○Ｅモニター制度は、過去に実施したアンケートの経年変化を調査し政策立案に活用するなどの提
案を所管課に行い、アンケート調査の理解を深める。
○区政運営のための精度の高い基礎データを得るために、全庁ネットワークに「区政世論調査」や
他の調査結果を集積し多角的な分析が可能な共有データを掲載したので、その活用を推進する。

施策の分類
分類についての説明・意見等

30年度 31年度

現
状

今
後
の
方
向
性

○「区民の声」、「区政世論調査」はいずれも重要な広聴手段であり、これらの事業を中心に効果
的・効率的な手法を採り入れながら広聴活動を推進している。また、これらを補完する事業とし
て、「Ｅモニター制度」を実施している。
○なお、「区政世論調査」は有効回答率が5割前後で推移し、有効な調査結果を維持している。

施策の現状・課題・今後の方向性

課
題

　区民の声や区政世論調査は区民の意見や要望を広く収集し、区政
の改善に結びつけるものであり、優先度が高い。

推進 推進



1,9041,93127,86137,250

5,235 3,728 62 82 継続 継続

　他の広聴機能を補完する
事業として、リアルタイム
で意見の聴取ができ、また
即時性、費用対効果の点か
らも優れている。

8,760 8,382 1,863 1,818 推進 推進

　区の重点事業や今後取り
組むべき課題を把握するた
めに、区民全体を対象とし
た広聴活動として効果的な
事業である。

21,459 14,505 6 4 推進 推進

　「区民の声」は広聴の中
核をなす最も効果的かつ重
要な手法である。区民の意
見や要望を通して区政の改
善が図れるよう、各所管部
署との連携・調整をより一
層強化していく。

分類についての説明・意見等

31年度30年度

施策推進のため
の分類

29年度28年度

決算額（千円）

29年度28年度

行政費用（千円）

継続
　要綱に基づき、適切に実
施する。継続001,2461,796

合　計

施策を構成する事務事業の分類

事務事業名
事務事業
No

パブリック・コメント制
度の推進

01-01-15

あらかわ・Ｅモニター 02-01-07

02-01-09

区政世論調査 02-01-08

区民の声


